
中東・エネルギー情勢を踏まえた県の支援策について①

お近くの商工会議所・商工会、県産業振

興公社等へお気軽にご相談ください。

戦略会議が県経済への影響を最小限に抑えていく取組

１ 不確実な情報に惑わされることなく、冷静に行動

するよう呼び掛けていくこと

２ 事業者等の不安や懸念の解消に努めること

３ 事業者等に寄り添い、必要な情報を提供するとと

もに適切な支援につなげていくこと

４ 今後の施策展開に向けて情報を収集し共有する

こと

５ 各構成員が自らのリソースを最大限活用し、現在

の不透明な情勢にワンチームで対応していくこと

「強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会
議」（３月１１日）において、県内事業者に

対して緊急メッセージを発出

国や他自治体に先駆け、県内８７か所（県
や商工団体などの支援機関）に特別相談
窓口を設置（３月４日）

特別相談窓口では以下の取組を実施

 イラン情勢の影響を受ける県内事業者からの資金繰
りなど経営に関する相談を随時受付

 入手難など資材の供給目詰まりについて情報提供を
受け付ける国の窓口を案内



体験型ＤＸ展示会
◆開催時期：６月～８月
◆会場：県内５か所

５月２０日から申込受付中

中小企業ＤＸ導入支援補助金
◆補助率：３／４
◆補助額：７．５万円～３００万円

７月１日受付開始予定

資金繰り支援（県制度融資）
国際情勢や経済情勢の急激な変動に対応して、
機動的に資金繰り支援を強化するために、
経営あんしん資金【経済変動特例】を創設
◆融資枠：３５０億円

４月１日～受付中

省力化に向けた設備導入等への補助金
◆補助率：２／３（賃上げ実施の場合４／５）
◆補助額：１５万円～１，０００万円
（賃上げ実施の場合～１，２００万円）

５月２５日～７月１７日まで受付中

CO₂排出削減設備導入補助金
◆補助率：１／２
◆補助額：上限額 ５００万円

４月２７日～予算上限に達するまで受付中
県の支援情報に加え、国や市町村の支援情報をPCやス
マホを使ってワンストップで検索できる

「埼玉県 事業者支援情報検索アプリ」
をご活用ください。

埼玉県 事業者支援情報検索アプリ
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最新の情報は、

県ホームページ特設サイト 「イラン情勢への対応」をご確認ください。

 資金繰り支援をはじめとする県の支援策
 県内８７か所の特別相談窓口のご案内

円滑な価格転嫁の推進について
 中東情勢の最新情報（経済産業省特設ページ）
など

掲載内容

特設サイトの詳細はこちら ☞ 埼玉県 イラン情勢への対応
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● 価格交渉のエビデンス資料を簡単に作成できるツール（価格交渉支援ツール）

● 埼玉県の独自データは含まないため、全国で利用可能  

① 県ホームページから、どなたでも無料
でダウンロードが可能

② 業種や品目を選択するだけで簡単に価
格交渉の参考となる資料を作成できる
（代表的な品目を記載したPDFも掲載）

③ 日銀や厚生労働省のデータを基にして
おり、資料の信頼性が高い

④ 1,422品目の幅広い情報を網羅

 「国内企業物価指数」（807品目）､

 「輸入物価指数」（375品目）､ 

「企業向けサービス価格指数」（238品目） 等

⑤ 毎月の日銀発表に合わせ、県が速やか
  にデータを更新

主な特徴

無料



連絡先 埼玉県価格転嫁相談窓口

電話番号 048-762-3391
受付時間 月曜日から金曜日（祝日を除く）

10時00分から16時00分 

◼ 支援内容（無料）

・中小企業診断士が支援を希望する企業を訪問し、価格交渉における課題の洗い出しから改善
策の提示まで伴走で支援

・埼玉県の「価格交渉支援ツール」の活用方法や 適切な価格転嫁のためのコスト管理方法
（原価計算方法）など、価格交渉に必要なノウハウを提供

イラン情勢の影響を受け、原材料価格等の高騰が見られる中、
価格交渉のノウハウ獲得に向けた専門家による伴走支援

「価格交渉に当たって、何をしてよいかわからない」
「価格交渉のノウハウを知りたい」など、
お気軽にご相談ください

中東・エネルギー情勢を踏まえた県の支援策について⑤

埼玉県 価格交渉に役立つ伴走支援
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埼玉県では、関係機関と連携し「埼玉県適正取引情報共有ネットワーク」を立ち上げ

身近な相談支援機関にて適正な取引に向けた相談や
違反疑い行為の相談・通報が可能になりました

取適法では委託事業者に対する１１の禁止事項が課せられています（以下一部）

◆ 中小受託事業者に責任がないのに、
発注した物品等の受領を拒否するこ
と

◆発注する物品・役務等に通常支払われ
る対価に比べ著しく低い製造委託等
代金を不当に定めること

禁止行為の詳細は
こちらのホームページで
ご確認ください。
（公正取引委員会）

① 受領拒否

⑤ 買いたたき ⑪ 協議に応じない一方的な代金決定

◆委託事業者が、中小受託事業者から価
格協議の求めがあったにもかかわらず、
協議に応じなかったり、必要な説明を行
わなかったりするなど、一方的に製造委
託等代金を決定すること

② 支払遅延

◆発注した物品等の受領日から、60日以
内で定められている支払期日までに製
造委託等代金を支払わないこと

埼玉県適正取引情報共有ネットワーク
お近くの商工会議所・商工会、よろず支

援拠点等へお気軽にご相談ください。
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③事業者向け支援情報 
検索アプリ

②LINE公式アカウント
（週1回配信）

①リーフレット
（県HP掲載・毎月更新）
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